様式２
平成22年度治験基盤整備事業計画書
申請機関名　　　　　　　　　　　　　　　　
1． 申請者
	（フリガナ）
①氏名
	

	②申請機関
所在地
	〒

	③申請事務
担当者連絡先
   TEL・FAX
   ・E-mail
	


2． 申請機関の特徴（400字程度）
	


３．当該事業における体制整備の計画及び整備による効果
（計画内容に応じ適宜、欄を増やしてください。なお、治験による収入では連携体制の構築を図れない理由及び国による補助が必要である理由を明記すること。）
	①目的

	整備の目的（200字程度）

	補助の必要性（200字程度）


	②整備計画

	平成22年度に整備する具体的な内容

	ア．業務を実施するために必要な要員の確保について（200字程度）

	イ．治験依頼者及び実施医療機関間の連絡・調整の一元化、窓口機能について
（200字程度）

	ウ．実施医療機関において治験等を実施又は支援する人材の育成・確保について
（200字程度）

	エ．実施中の治験等の進捗管理等、実施医療機関に対する指導・助言について
（200字程度）

	オ．その他（治験等関連業務のIT化、中央治験審査委員会の設置・開催等）について（200字程度）

	当該事業（３年間）で整備する具体的な内容

	ア．業務を実施するために必要な要員の確保について（200字程度）


	イ．治験依頼者及び実施医療機関間の連絡・調整の一元化、窓口機能について
（200字程度）

	ウ．実施医療機関において治験等を実施又は支援する人材の育成・確保について
（200字程度）

	エ．実施中の治験等の進捗管理等、実施医療機関に対する指導・助言について
（200字程度）

	オ．その他（治験等関連業務のIT化、中央治験審査委員会の設置・開催等）について（200字程度）

	当該事業実施後の期待される効果（補助によって直接得られる成果及び期待される社会的成果）（400字程度）


４．申請機関の実施体制、実績、計画遂行能力
	申請機関における実施体制

	①担当者等の氏名
	②所属・職名
	③学位及び専門分野
	④分担する項目等
	⑤常勤・非常勤の別

	
	
	
	
	


	特定領域における複数の実施医療機関との連携体制

	①実施医療機関名
	②外来患者数、病床数
	③過去の治験等実績
	④当該領域患者数等

	
	
	
	


	上記の連携体制において実施した治験等の実績

	過去に実施した代表的な治験等（課題数、対象疾患、規模（全体の症例数、実施医療機関での症例数）等）


５．当該事業終了後も当該事業で構築した連携体制を継続する具体策
	体制維持の方針を明確にすること（400字程度）
＊特に、当該事業終了後も、継続して特定領域の治験等を推進できるか、資金確保の方法も含めた根拠を示すこと。
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